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1. はじめに

動学的最適化問題から設備投資関数を導き出す研

究は，Jorgensonによる新古典派投資理論に始まる．

しかし新古典派モデルには，最適な資本ストック水

準は求められても，そこに至るための最適な動学的

投資過程を得ることができないという「Haavelmoの

問題」や投資が近視眼的意思決定によって行われる

という問題が介在する．それに対して調整費用モデ

ルやヴィンテージモデルは上記の問題を克服するた

めの簡便な定式化を提供し，広く利用されてきた．し

かし企業が，インフラストラクチャーとしての生産

技術に依存して生産を行う場合，生産技術の変化や

それに伴う時間的・金銭的調整がもたらす影響を従

来の調整費用関数を用いて分析するには限界がある．

本研究ではショックとして発生する技術の変化に近

視眼的に対応していくことがマクロ経済の循環を引

き起こす可能性を指摘することを目的とする．

2. 技術の変化と調整費用

設備投資理論の分野において，調整費用モデルを

用いた研究には膨大な蓄積がある．調整費用モデル

は資本財を準固定 (quasi-åxed)生産要素として扱う．

すなわちそこでは資本購入費用以外に，早期引渡し

のためのプレミアムのような，調整速度に依存した

余分な費用がかかると想定する．それによって，生

産主体が各期の投資をことさらに大きくすることは

できないという構造になっている．広く利用されて

いるUzawa(1969)やHayashi(1982)の調整費用関数
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図-1　技術の質に関する２方向の進歩

では，調整費用が既設の資本ストックの減少関数に

なっている．それによって，ゆっくりと資本を蓄積

し，高い資本ストックのうえで次の投資を行ったほ

うがトータルで調整費用を減らせるという理由によ

り，投資の速度が抑制される原理になっている．そこ

では労働者の learning-by-doingによって据付技術が

向上することが想定されている．以上のような，設

備管理過程では，生産設備の拡充と，労働者の稼動

技術の向上が同時に進行する．すなわち設備の性能

が向上すると，企業はそれまでの蓄積の上で性能向

上の便益を享受することができる．

しかしながら，企業が長期間に亘って操業してい

く中で，種種の生産環境が従前とは一変するような，

技術のドラスティックな進歩が訪れることがある．い

ま，技術の進歩を図-1.のように表現しよう．図-1.は

生産設備の質の変化の方向を模式的に表現している．

例に挙げた２つの設備は，生産のインフラストラク

チャーに該当する基本的な技術である．「垂直方向の

変化」と比較して，「水平方向の変化」は設備や機器の

物理的形態が大きく変わっているだけではない．「水

平方向の変化」は，1)単なる効用の増加ではなく，他

の新しい行動（生産）機会を結合生産する．一方，2)

新しい設備を稼動するための技術の学習に時間を要

する．3)過去の設備やその設備を稼動するための技

術やノウハウがほとんど価値をもたなくなる．本研



究では，「水平方向」の技術進歩が内包する2)3)を最

も簡単なかたちでモデル化し，それがマクロ経済に

循環を引き起こす可能性があることを示す．

技術変化が経済循環を引き起こす問題は，実物的

景気循環理論の分野を中心に研究されてきている．

実物的景気循環理論は，経済に訪れるショックを生

産技術のさまざまな外生的変化に求める点において，

財の需要側のショックを強調するマネタリストやケ

インズ派とは異なる．そこでの伝統的枠組みは動学

的な新古典派最適成長理論の応用であり，景気循環

の原因は消費の異時点間代替のメカニズムにある．

すなわちショックに対応して消費を極端な形で変化

させることを避けて徐々に調整を行うことが景気循

環を引き起こす原因となっている．同様の数学的構

造により，労働供給（余暇）の異時点間代替や調整

費用など，モデルになんらかの凸性を導入すれば循

環を記述することはできる．例えば，Kydland and

Prescott (1982)は建設に要する時間 (time-to-build)

の存在が経済変動を説明する上で重要な要素となる

ことを示している．それに対して，本研究では，新

古典派理論に基づかない線形の枠組みを用いて，施

設の除却の段階の存在が循環の原因となりえる構造

を示すことを目的とする．

3. モデル

(1) モデルの仮定

無限に亘る離散的な期間を考える．対象とする経

済社会には，研究開発セクター（以下，「R&D企業」）

と生産セクター（以下，「生産企業」）が存在すると仮

定する．また社会には２単位の空間が存在し，全て

の空間は企業の生産設備の設置に充てられているも

のとする．一つの生産設備は１単位の空間を必要と

する．

R&D企業は新しいアイデアに基づいて生産設備

と，それを稼動するための基盤システムを開発する．

基盤システムにはオペレーションシステムの類が該

当し，個々の設備を稼動させる企業にとっては外的

な使用環境であるものと考える．R&D企業は生産設

備を市場で売却すると同時に，古い設備を稼動する

ための基盤システムを撤去する．また，R&D企業は

各 t期において，(tÄ1)期と t期に開発した２種類の

時間

R&D企業
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A(tÄ1) A(t) A(t+1)
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図-2　 t期の生産と設備の取替え

設備を稼動できる状態にするものと仮定する．アイ

デアの獲得と基盤システムの整備や撤去に費用はか

からないものと仮定する．R&D企業は生産企業に新

しい設備を購入させ続けるために，古い基盤システ

ムを撤去して使えないようにする戦略をもつ．

一方，生産企業はR&D企業から生産設備を購入

し，それに基づいて生産を行う．ただし生産企業は新

しい設備の稼動技術を学習するのに１期間を要する

ものとする．よって生産企業は，R&D企業が (tÄ1)
期に開発した設備を t期に稼動させて生産する．なお

新しい設備を購入して設置する際には，古い設備を

除却して空間を確保する必要が生じる．設備の購入

と除却には費用がかかるものとする．図-2.に t期の

生産と除却，新設の関係を示す．

各期のイベントの順序は以下の通りとする．t期の

期初において，R&D企業に確率的ショックとしてア

イデアA(t)が到着する（時点a）．A(t)は確率変数

であり，「水平方向」の質を表し，数量的な意味をも

たないものとする．R&D企業は，アイデアA(t)に対

応した設備Q(t)を生産する（時点b）．Q(t)は「垂

直方向」の質を表し，生産能力を表すスカラーであ

るとする．次いで生産企業はA(t)を学習する（時点

c）．学習には１期間を要する．期末に生産企業は設備

Q(tÄ2)を除却して，Q(t)を購入し，設置する（時点

d）．また t期を通じて設備Q(tÄ1)によって生産が行

われる．t期末にR&D企業は技術 (A(tÄ1); Q(tÄ1))
の基盤システムを撤去する（時点 e）．

以上のプロセスは以下の方程式体系で表される．

Y (t) = C(t) + I(t) +R(t) (1a)

Y (t) = ãQ(tÄ 1) + L; L;ã> 0 (1b)

C(t) = çY (t); 0 < ç< 1 (1c)

I(t) = Q(t) (1d)
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図-3　経済環境の場合分け

R(t) = éQ(tÄ 2); é> 0 (1e)

Y (t)は産出，C(t)は消費，I(t)は投資，R(t)は除却

を意味する．式 (1a)は t期の総生産の支出面の関係

を表している．また，式 (1b)の右辺は生産関数を表

している．Lは生産設備の質とは独立に得られる産

出を表し，一定であると仮定する．式 (12b)は，経済

は毎期生産の一定の割合を消費することを意味して

いる．çは消費性向を表し，0 < ç< 1の定数である．

式 (1d)は，投資がR&D企業が設備を生産する費用，

かつ生産企業がそれを購入する費用に一致すること

を意味する．式 (1e)は (tÄ 2)期に設置した設備の除

却費用を表している．L;ã;ç;éは一定であるとする．

いま，定常状態における正の産出を保証するために

以下の関係を仮定する．

é> ã(1Äç)Ä 1 = ëÄ 1 (2)

ただしëë ã(1Äç)とおく．

(2) 動学過程

方程式体系 (1a)-(1e)を整理すると以下の２階線形

差分方程式を得る．

Y (t+ 1)ÄëY (t) +éY (tÄ 1)Ä (1 +é)L = 0 (3)
非同次方程式の特殊解として以下のY Éを得る．

Y É=
(1 +é)L

(1 +é)Äë (4)

Y Éはマクロ動学の定常解に相当する．yt ë Y (t)ÄY É

とおくと，式 (3)は以下の同次方程式に変換される．

yt+1 Äëyt +éytÄ1 = 0 (5)

特性方程式と特性根は以下のように導かれる．

ï2 Äëï+é= 0 (6a)

ï1; ï2 =
ëÜ

p

ë2 Ä 4é
2

(ï1 ï ï2 > 0) (6b)

経済の動学は以下のように分類される．はじめに，

仮定 (2)かつé< ë2=4のとき，ï1; ï2は実数となり，
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図-4　経済の動学

解は次式を満足する．

yt = B1ï
t
1 +B2ï

t
2 (7)

B1; B2は，境界条件として2時点のytの値を代入す

ることにより決定する．このケースの解の性格はï1

の値によって支配される．0 < ï1 < 1の場合，す

なわちパラメータ (ë;é)が図-3.の (i)の領域にあると

き，図-4.(i)に示すように，経済はyt = 0すなわち

Y (t) = Y Éに向かって収束する．一方，ï1 > 1の場

合，すなわち図-3.の (ii)の領域において，図-4.(ii)に

示すように，ytは発散する．次に，é= ë2=4のとき，

特性根はï1 = ï2 = ë=2の重根となり，解は次式で

表される．

yt = (B3 + tB4)

í

ë

2

ì t

(8)

したがって，ë< 2の場合，図-4.(i)と同様に経済は

収束し，ë> 2の場合，図-4.(ii)と同様に発散するこ

とになる．最後に，é> ë2=4のとき，解は次式で表

される．

yt = B5é
t
2 cos(ít+ ") (9)

ただし taní=
p

(4é=ë2)Ä 1であり，B5; "は境界条

件より決まる．したがって，é< 1の場合，すなわ

ちパラメータ (ë;é)が図-3.の (iii)の領域にあるとき，

図-4.(iii)に示すように，経済は循環しながら収束す

る．そして，é= 1の場合，経済は一定の振幅で循環

し，é> 1の場合，すなわち図-3.の (iv)の領域にお

いては，図-4.(iv)に示すように，経済は循環しなが

ら発散することになる．

(3) 考察



パラメータë= ã(1Äç)は，取り替えられる生産

設備の生産性ãが大きいほど，消費性向çが小さいほ

ど，換言すると貯蓄性向 (1Äç)が大きいほど大きい．

図-3.，図-4.より，ëが大きいとき，初期のytが正の場

合には，経済は単調に成長する．それに対して，除

却コストéがëと比較して大きいときには，経済は循

環することがわかる．

比較のため，除却コストがかからない場合を考え

よう．é= 0のとき，方程式体系 (1a)-(1e)は次式に

集約される．

Y (t+ 1)ÄëY (t)Ä L = 0 (10)

定常解Y É0 と，y0t ë Y (t) Ä Y É0 の動学は以下のよう

に与えられる．

Y É0 =
L

1Äë (11a)

y0t = ë
ty00 (11b)

Y É0 > 0を保証するためには0 < ë< 1を仮定する必

要があり，このとき式 (11b)より経済はY É0 に収束す

ることになる．またë> 0なので経済が循環するこ

とはない．

以上より，(t Ä 2)期に設置した設備を t期に費用

をかけて除却するプロセスが，経済の循環を作り出

すことがわかる．未開拓な土地が十分に残された社

会では，使われなくなった設備は放置しておくこと

も可能である．しかしながら，都市部のように，空

間が飽和状態に近づき，古い設備を処分しなければ

新しい設備を導入することができないようになって

くると，経済が循環を起こす可能性が生まれる．そ

れに対して，除却コストの低減は経済の安定に寄与

することになる．

4. バッファシステムとしてのインフラストラク

チャー

R&D企業が提供する技術と基盤システムは社会

におけるインフラである．本モデルではR&D企業が

利潤追求の行動原理をもつと仮定して，毎期，古い

基盤システムを撤去すると仮定した．一方，社会を

安定化するためのインフラも存在する．そのような

インフラ整備は主として政府の役割と考えられる．

いま，(tÄ2)期に設置され，(tÄ1)期末に撤去され

ようとしている基盤システムを，政府が企業から買

い取って (t+1)期にも運営する場合を考えよう．この

とき生産企業は時点dにおいて，t期に，Q(tÄ 2)を
撤去してQ(t)を購入するか，Q(tÄ2)を残して (t+1)

期にもQ(tÄ 2)によって生産を行うかの選択をする

ことができる．生産企業の問題は以下のように表さ

れる．

ãQ(t) ï ã0Q(tÄ 2)のとき

I(t) = Q(t); R(t) = éQ(tÄ 2) (12a)

ãQ(t) < ã0Q(tÄ 2)のとき

I(t) = 0; R(t) = 0 (12b)

ただしã0は政府が基盤システムA(t Ä 2)を運営した

ときのQ(tÄ 2)の生産性を表す．

また，政府が常に一定の生産を保証するようなイ

ンフラストラクチャーGを整備することも考えられ

る．この場合，生産企業の生産はYmin(t) = G+Lが

保証され，ãQ(t) > GのときのみR&D企業が提供

する設備に投資することになる．以上のような政策

的介入を通じて経済の循環を緩和することができる．

分析結果については講演時に発表する．

5. おわりに

本研究では，新しい技術の学習に時間を要し，古

い設備の撤去に費用が発生する場合に経済が不安定

になる可能性について指摘した．前章では生産企業

の選択問題に関する大まかなアイデアについて記し

たが，今後は企業の視野の長さ等，より厳密なミク

ロ的基礎について検討する必要がある．また，２階

差分方程式のみならず，他の形態のモデル化を行っ

ても類似の帰結が得られるかどうかについても検討

する必要がある．また，実証的観点からも研究の着

眼点やモデルの有用性を検討する必要がある．
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